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第二節 戦後～1965 年 

























 戦後-1965年を SCP分析で以下のように表すことができる。 

























































































































































第四節 1985 年～2000 年 









図表 5 繊維品貿易額推移 
 




























































































































図表 7 1985 年-2000 年までの繊維業界 SCP 分析 
 
 
第五節 2000 年以降の繊維業界の変化 





































































































































図表 9 繊維業界のポジショニングの変遷 
 
 










第一節 戦後～1985 年まで 










































第二節 1985 年～2000 年 

































2000 年：旭化成、クラレ レーヨン事業撤退 
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2001 年：カネボウ粉飾決算発覚、2007 年会社解散 




     ユニチカ、ナイロン長繊維事業撤退 
     帝人、国内ポリエステル長繊維事業撤退 




国内消費市場規模も 90 年から下降を続けており、その規模は 2/3まで落ち込んでお
り、繊維業界全体では低迷を続けているといえよう。ただし、製品の供給量を見てみる















図表 13 戦後⽇本経済に占める繊維産業の重要性の変遷 
 




本の SPA 業態と言われる企業の売上推移を表したものである。 
                     






























に目を向けてみても、ZARA (Inditex)や H＆M、IKEA といった同様の業態の小売がリ
ードしており、ユニクロと含めて世界の売上トップ 5 社は全てこの業態となっている。 
 また、こういった繊維業界内での動きに加え、全く違った業界から繊維業界に参入す











































2002 - 6 43
2003 - 6 38
2004 - 6 37 交代 交代
2005 5 10 32
2006 5 10 32
2007 4 8 29
2008 4 8 28
2009 4 8 28
2010 4 8 28 交代 交代
2011 4 8 27
2012 4 8 25
2013 4 8 24
2014 4 8 25
2015 4 8 25 交代
2016 4 8 25
2017 4 8 24
2018 3 7 20













 さらに、この部門に関しても改革を進めていく。2002年から 2019 年までの伊藤忠商
事繊維カンパニーの部門変遷をまとめる。 
 
図表 17 伊藤忠繊維 Co.組織詳細変遷 
 
(伊藤忠商事㈱ 繊維経営企画部発行 繊維月報より作成) 
 












































































































































 以下が伊藤忠商事繊維 Co.の総資産額と投資損益の推移となっている。 
 













川上事業：Metsa Fibre (セルロース繊維製造販売) 







                  ヤンガーグループ*（中国） 
         VINATEX*（ベトナム）  *出資比率 20%未満 
 
 出資事業会社から得られる収益は 2000 年始めではほとんどゼロであったものが、





























第一節 DCF による伊藤忠分析 
 前章にて 2000 年代に起こった繊維業界の構造変化と、それに対応する伊藤忠商事
の変化について具体的に確認し、組織の垂直型かつ SPA型への変更、ブランドビジ
ネスモデルの変更、事業経営と変革していっているが、その事例からその伊藤忠の
変化の原動力となるものを DCF にて具体的に分析する。 

















  繊維組織を業界変化に合わせる決断ができる組織体制 
  ライセンスビジネスの経験を活かし、商標ビジネスまで展開させる経験と能力 
  国内外の客先との交渉力 
③Transforming 
  従来の業界特性フォローから転換し、事業投資を積極的に進める   
事業投資会社の運営を任せ、権限を委譲 
  組織を水平型から垂直型に大胆に変更 



































の繊維事業比較は難しい。今回は、三菱商事の生活産業 G と伊藤忠商事の食料 Co.、住


































 丸紅も 15 年を境に他事業と合わさった形でのグループとなっているので、純利益の
比較は 15年度より伊藤忠繊維 Co.＋情報・金融 Co.との比較とする。 
 






































































































第三節 DCF による三社比較検証 
前節にて三社の組織比較をしたところ、伊藤忠は繊維事業を重要事業に位置づけられ
ている事、そして事業に優位性があることが検証できた。さらに、この節では伊藤忠と

















































































































第 7章 今後の繊維業界予測と商社が果たすべき役割 
 2000 年代から IT 革命や SPA の台頭で、繊維業界の構図が大きく変わった事、それに














































































































 今後の繊維業界予測を SCP分析したものが下記となる。 
 














































































第 8章 結語 
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